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まえがき
周知のように中国共産党第11期 3中全会以後，中国は対外開放政策に転
じたが，これにともなって，貿易体制も抜本的に改められてきた。対外政
策の枠組なり基軸が根本的に改められれば，従来の枠組なり基軸展開に合
わせて編成されていた体制が編成替えされるのは当然のことである。政策
遂行自体，政策に合わせて編成された政策遂行組織体制によって，その実
体的保証の基礎を確保しうるからである。
対外開放政策に転ずる以前の貿易体制の枠組を総括的に述べるとすれ
ば，統一計画，統一対外の方針の下に，国務院の計画当局が貿易計画を立
て，これに基づいて貿易担当部局が直属対外貿易専業総公司に個別的な貿
易計画を下達し，貿易計画の計画通りの遂行をおこなうというものであっ
た。対外貿易専業総公司の傘下には，各地方に対外貿易権をもたない分公
可，支公司が置かれ，総公司の指揮下で具体的な業務活動を行っていた。
貿易計画といわれるものには，大別して輸出入それ自体の計画と遂行計
画の 2つが含まれるが，いずれも国家計画委員会が具体的な計画まで確定
し，下達するという形をとっていた。もちろん，商品別三級分級管理制度
によって，各クラス別に計画管理の権限は委譲されていたが，権源自体は
すべて国家計画委員会に集中されていたのである。業務の遂行は，上級の
指令下達と L、う方式によって執り行われていた。指令性計画遂行方式と叫
ばれる所以である。貿易の国家独占とそれを貫徹するための機構が強固に
確立されていたのが，対外開放政策に転ずる前の貿易体制の特質であった。
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対外開放政策に転じて以後，従来中央に集中されていた対外貿易権が漸
次地方，各部門に下放，移譲されるようになってきた。経済特区が設置さ
れ. 14沿海開放都市に対外特別優遇措置が与えられ，外資導入が積極的に
はかられるようになってきた。新たな政策理念を現実のものとして着実に
軌道にのせ，急速な展開をはかっていくために，従来の体制を抜本的に編
成替えしなければならないと L寸課題が，ここで急務となってきたのて、あ
っ7こC
しかしこの課題は言うは易くして，行うは実に困難な課題であるc 国
内の従来の貿易機構を新たな体制に編成替えし，新軌道にのせるために，
従来の機構の一部を撤廃，補充，新設したとしても，これまでの頑強な機
構的枠組の中では，改革自体が無実体化されてしまう可能性が強く，改革
自体に反対する勢力もある中では，現実に新機軸が打ち立てられないこと
が屡々であったο
1988年3月開催された第7期全人代第 1回会議第 3回全体会議におい
て，国務院の機構改革を行うことが決定されたことをうけて，対外貿易面
でも抜本的な機構改革が行われた。党第1期3中全会以来段階的，局部的
に推し進められてきた貿易体制改革も，国務院の全体的な機構再編成に合
わせて，目ざした新しいシステムの本領を本格的に発動させるべく，全面
的に機構再編-整備をはかることとなった。これによって，貿易機構も全
体的な行政機構と有機的に結合され，新しいシステムを本格的に軌道にの
せるための大きな保証をえることとなったわけで、ある。初級段階の社会主
義建設における貿易体制改革の第一段階の基本作業が，ここで行われたと
いえよう c
本稿は，建国以来の中国対外貿易機構の変遷をできるかぎりわかりやす
く図式化する形で辿りながら，各々の時代の貿易機構と貿易システムの特
徴を整理するのが目的である。筆者は 対外開放政策転換後の中国の貿易
体制改革の動向を主として追跡してきた学徒て、あることから，それ以前の
当該問題の研究にかんしては，多くの部分を先達の研究に依らなければな
中国対外貿易機構の変遷(I) 3 
らない。先達の研究成果の上に，比較的最近明らかになった部分なども踏
まえて，いささかの整理を試みてみたL、。
I 建国当初の貿易機構一新中国貿易機構構築の開始
1 貿易管理・実務担当機構
1949年10月1日の中華人民共和国成立以前の対外貿易は，華北区，華南
区，華東区などといった各解放区別に，地方的・分区的組織機構で行われ
ていた。各解放区では，対外貿易管理局(華東区，華南区では「国外貿易
管理局」と呼ばれた)とその所属機関が対外貿易の管理に当たり，海関と
商品検験局も解放区別に管轄されていた。また，外国為替および金銀にか
んする管理も分区的に執り行われていたので、あるc
当時各対外貿易管理局が共通して行っていた業務は，つぎのような内容
のものであったれ
①輸出入業者に対する営業許可証の発給
①輸出入の各取引に関する許可証の発給
①私営輸出入業者の契約締結に対する容壕
①輸入税率に対する補足的規定の改廃
①自己の下部機構としてもっていた公営貿易機関に対する領導
1949年9月27日，全国政治協商会議第1回全体会議は「中華人民共和国
中央人民政府組織法」を通過させたc これをうけて，同年10月1日中華人
民共和国の成立とともに，中央人民政府が成立したc 同年10月21日政務院
が設けられ，この下に財政経済委員会が置かれた。財政部，貿易部，重工
業部，人民銀行，海関総署など16部門が，この財政経済委員会の指導をう
けるものとして組織されることとなったc 中央人民政府海関総署の設立が
同年10月25日，同貿易部の設立が同年1月1日のことであった。
(1) 宮下忠雄著「中国の貿易組織J(アジア経済研究シリーズ17)，アジア経済研究
所， 1961年， 16~17頁c
(2 ) 向上書， 17頁。
(:1) 張雲倫編「中国機構的沿革J，中国経済出版社， 1988年， 36頁。
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国内商業と対外貿易両者の国家行政事務処理機関としての地位に立つ中
央人民政府貿易部は， 1950年3月に定められた「統一全国国営貿易実施弁
法」によると， i全国の国営貿易，合作社貿易，私営貿易の国家的総領導
機関」であり， i各大行政区及び中央直属市の人民政府貿易部門は中央人
民政府貿易部及び当該地の人民政府財政経済委員会の双方から領導をうけ
る。」こととされている。
貿易部は以下の6つの職権をもっO
①中央人民政府政務院財政経済総計画に基き，国営貿易及び合作社貿易
の総計画を起草し中央人民政府政務院の批准を得て後に実施する。
①各全国専業総公司の業務計画及び財務計画を批准しその実施を監督す
るc
①全国の一切の国営貿易資金及び保有商品を管理し調節する。
①全国の各大市場の国営貿易公司卸売商品価格を決定する。
①全国の私営商業を指導し，各級人民政府貿易部門の市場に対する管理
工作を指導する。
①全国的貿易会計法規を頒布する。
貿易部は対外貿易全般を管轄する政務院の機関であったが， i関税，出
入国，郵便物，外資，為替等の貿易に関係ある業務は財政部，人民銀行，
海関総署等の機関があってそれぞれ分担するから，任意の管轄決定はでき
ず，各部署と同様に中央人民政府委員会を通過した貿易部組織篠例に制約
される」。
(4 ) 前掲書， 17頁c 現実の進行は国共内戦過程の中で進行しているので，広州貿易
の再開は中華人民共和国成立の1949年10月1日の後の同年12月(広州占領は新国
家成立後15日口)で，実際の戦闘は1950年3月の雲南省平定まで続いた(同書， 16 
~17頁 )c
例 外務省調査局第一課編「中共の貿易(資料篇)J，昭和26年， 134頁 (1全国国営
貿易統一実施弁法に関する決定」邦訳本文)。
(6 ) 向上書， 134頁(向上邦訳本文)2 
(7) 向上書， 135頁(向上邦訳本文)。
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また，貿易部は貿易行政の指揮にあたっては， I直接に各大行政区下の
貿易部，工商庁，工商局等に命令を発せず，それらの命令は政務院から大
行政区以下の人民政府を経由して当該部局に伝達されるJc I貿易部は所
管事項についての命令権をもっており これは委任立法行為と考えられる
(政府組織法19傑)c ただし政務院はこれを廃棄，修正する権限をもって
いる(向上法15繰りc
当然ながら，貿易部は直属の全国国営貿易公司の組織を指揮・管理・監
督するc ここで注意を払わなければならないことは，指揮-管理・監督と
いってもその範囲は広く，指揮・管理-監督方式の如何によって，経済組
織論的な意味合いが異なってくるということである。指揮・管理・監督の
方式は単一ではないc このことは，貿易体制改革の中で採用されてきた指
揮 管理・監督方式と比較してみると明確になる。ともあれ，ここでは上
述の1950年3月体制下の指揮・管理・監督方式をみてみよう。
国営公司は以下の大枠の下に経営が行われることになっている。
①総公司を頂点とする直属区公可，分公司，支公司の一大系統が独立採
算単位とされる。他公司系統または財政部から赤字補墳をうけること
はできないc
①公司はすべて財務計画に基づいて支出する。すべての支出は各単位別
に年度計画， 4半期計画，月別計画の 3種の計画表にまとめられ，総
公司を経て貿易部に提出される。貿易部はこれをまとめて人民政府の
名において審査し許可されたものに限り貿易金庫を通じて支払う。
①公司は現金を保有する権利をもたない。対私営企業取引については現
金(中国人民元)が動くが、この場合一時的に保有する現金も同日中
に処理しなければならないっ貿易部は中国人民銀行に「貿易金庫」業
務を委託し現金はすべてこの「金庫」口座に払込ませるというシス
例 外務省調査第一課編「中共の貿易(沿革，政策篇)J，昭和26年. 128頁c
(9 ) 向上書，同頁。
(10) 向上書，同頁c
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テムを組んでいる。
このような貿易公司の性格は. I自律性はほとんど発見されず，寧ろ行
政官庁に類似するものといえよう。しかも系統別，業種別に統率されてい
る各下部機構は上層部の命令を執行するのみで その裁量行為の範囲は限
られている上，財政制度も完全に中央集権的であるから，その活動は経済
的であるよりは寧ろ行政的であり，また自律的というよりは他律的(全体
片的へ関連させられた一部として)なものである」。
解放区の各地区人民政府時代を経て，中央人民政府貿易部の下に公営公
司が国営公司としてまとめていかれる過程をみると，各地区人民政府時代
には各人民政府の下に対外貿易管理局(華東，華南荷区では国外貿易管理
局と呼ばれた)が，すべての貿易を管理していた。対外貿易管理局は私営
貿易業者の管理と，公営貿易機構の元締としての地位と役割をもってい
た。しかし. 1950年12月公布された「対外貿易管理暫行条例Jの規定によ
って，対外貿易管理局は貿易部所属機関となり，私営貿易，公私合醤貿易
のみの管理を担当することとなった。
中華人民共和国成立に先んじて，各解放区人民政府は上述の通り対外貿
易管理局を置き貿易を統轄していたが，漸次管轄を目的専門別に整備する
ようになった。例えば華北人民政府の組織では，華北対外貿易公司と各専
業公司は工商部が統轄する地位に立つようになり，それまで市政府，省政
府，その他地方政府に属していた公司を傘下におさめた対外貿易公司が，
各専業公司を間接指揮するとL、う体制となった。
1949年12月中央人民政府貿易部に対外貿易現業3公司(中国豚毛公司，
(1) 向上書.164頁c
(12) 向上書.164頁。
(13) 宮下忠雄著「中国の貿易組織J(アジア経済研究、ンリー ズ17).アジア経済研究
所. 1961年， 16頁。
(14) 前掲書， 138頁。
(15) 向上書.129頁。
(16) 向上書， 151頁c なお， 1950年3月の「統一全呂田営貿易実施弁法J.同年12月
(次頁へつつく)
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中国油脂公司，中国畜産公司)が置かれ，各解放区人民政府が大行政区人
民政府として中央政府の傘下に入るとともに，従来の解放区人民政府所属
対外貿易公司は，大行政区の貿易公司としての地位になった。 1950年3月
体制jに入るまでの期間は，中央と大行政区の現業貿易公司は暫時併存関係
に立った状態となってL、た。
1950年3月体制では，中央人民政府貿易部指導の下に， (ィ)豚毛総公司，
(ロ)土産輸出総公司， (ハ)油脂総公司， (ニ)輸入総公可， (ホ)茶業総公司， (へ)碩業
総公司の6大総公司が設けられることになっていたが， 49年から51年の間
に実際には第2図に掲げられる 7つの専業公司が設立されている。
(ィ)中国進口(輸入)公司:
ソ連及び東欧など社会主義諸国との貿易を主管
(ロ)中国進出口(輸出入)公司 1
西側資本主義諸国との貿易を主管
(ハ)中国畜産公司
(ニ)中国油脂公司
(ホ)中国茶葉公司 l町と輸出
(へ)中国蚕紙公司
(ト)中国破産公司
この他に1951年に設立された中ソ造船公司，中ソ有色金属公司，中ソ石
油公司等の共同企業も貿易業務を営むことができることになっていた。
中央人民政府貿易部直属の対外貿易専業総公司傘下の大行政区公司，分
公司，支公司の系統組織と指導関係は第2図に示される通りであるが，華
の「対外貿易管理暫行条例」を経て，各解放区別に制定，施行されてきた対外貿
易管理暫行弁法およびその実施細則は51年2月までに廃止され，この時点で対外
貿易管理体制が中央政府に集中され一元化された(宮下忠雄著「中国の貿易組織」
(アジア研究シリーズ17)，アジア経済研究所， 1961年， 17頁， 20頁)。
(17) ~中国対外貿易概論》編写組編著「中層対外貿易概論J，対外貿易教育出版社， 1986 
年， 251~252頁。万典武著「商業体制改革的探討J，中国商業出版社， 1983年， 16頁c
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北大行政区では区公司が置かれず，総公司が直接に下部機関を指導する。
これは当該地域が中央が直轄する関係からであり，この地区では北京市，
天津市等の市公司のもつ意義が大きい。
なお，東北大行政区の貿易公司については一言付しておかなければなら
ない。中央政府貿易部に全国国営貿易組織ができている以上は，各大行政
区の専業公司はすべからく中央の総公司に直接隷属すべきものであり，地
方政府から業務上では何の制約もうけないことになっているはずである
が， 1950年3月から51年にいたるまでの期間，東北大行政区における専業
公司は東北大行政区貿易部を第一次的な上級機関として仰ぎ，中央政府貿
易部からの指導をうけるとL寸体制になっていた。これは東北大行政区が
政治組織的にも経済組織的にも他行政区よりも先進的であった(例えば貿
易は公営貿易に一本化，公司の内部管理も他行政区よりも先進的であった)
上に，当該行政区は重工業基地として特殊な意義をもっ地域であったため，
全国性の流通組織規格にあてはまらなかったためて、ある。
すでに上にも触れたところであるが， 1950年12月9日中央人民政府政務
院は，国として一本化した「対外貿易管理暫行条例」を公布し， 51年2月
従来大行政区別に制定，施行されてきた対外貿易管理暫行弁法および実施
細則の廃止に踏み切った。 1952年2月までに，各大行政区その他地方的行
政機関ないし軍政機関の直轄下にあった天津，上海，青島，広州，武漢，
福州、1，旅大の7対外貿易管理局は，中央人民政府貿易部の直接指導下に入
るとともに，私営貿易と公私合営貿易のみの管理を担当することになった。
「中華人民共和国対外貿易管理暫行条例J(I950年12月8日中央人民政
府政務院第62回政務会議通過成立)では， I輪出入業務を営むこの屈の公
私営商社および輸出業務を営む工場はすべてその所在地の対外貿易管理局
20 
に登録を申請しなければならなL、。Jと規定されている。また，外国商人
や外国商業機構の代表者は「すべてその所在地区の人民政府外事処の審査
(18) 前掲書， 165頁。
(19) 向上書， 174~177頁c
(20) 外務省調査局第一諜編「中共の貿易(資料篇)J，昭和26年， 83頁(条例本文)。
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と紹介を経てその地区の対外貿易管理局に登録を申請し中央人民政府貿
易部がこれを審査し許可した後，始めて指定の地点で営業することができ
るoJと規定されている。具体的な登録は「進出口廠商営業登記弁法J(1950 
年12月15日，財政経済委員会批准)によるつ
輸出入品は，それぞれ管理目的に合わせて 4分類されている。
①輸入品
(ィ)輸入許可品…すべて輸入を許可する品tlがこれに属するc
(ロ)専売輸入品…国家が輸入を一手に扱う品LIがこれに属する内
(ハ)輸入禁止品…政務院財政経済委員会の決定によらなければ輸入する
ことのできない品Hがこれに属する。
(ニ)特許輸入品…中央人民政府貿易部の特許がなければ輸入できない品
日がこれに属する。
①輸出品
(ィ)輸出許可品…すべて輸出を許可する品目がこれに属するO
(ロ)専売輸出品…国家が輸出を一手に扱う品目がこれに属する。
(ハ)輸出禁止品…政務院財政経済委員会の決定によらなければ輸出する
ことのできないものがこれに属する。
(ニ)特許輸出品…中央人民政府貿易部の特許がなければ輸出できない品
目がこれに属する。
ノ〈ーター取引における専売輸出品は，豚毛，大豆，タングステン-錫-
鉄・アンチモニー磁石，アンチモニー，鉄鋼，錫及びその製品，錫合金製
品である O また，パーター取引における専売輸入品には新品の麻袋があ
?。ー ?
「輪出入を営む工場，商社がL、かなる貨物を輸入または輸出するにも，
(21) 向上書， 83頁(条例本文)。
(2) 向上書， 83~84頁c
(23) 富山栄吉著「中国の対外貿易序論J，大東文化大学東洋研究所刊，昭和52年， 121 
~123頁。同書には輸出入許可品目，特別許可品目も掲げてあるO なお，宮下忠
(次頁へつづく)
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すべて事前にその所在地区の対外貿易管理局に対して輸入または輸出許可
証の受領を申請し審査発行を得て後，始めてそれを証拠としてその他の
輸出手続を行うことできるJ。したがって，許可証管理の対象になるのは
国営の対外貿易公司以外の工場あるいは商社ということになる。国営の対
外貿易公司は貿易部に直属し，すでに述べたように内的に強固な管理系統
が存在するため，すなわち，専業総公司を頂点とする業務系統では，固有
に各単位が営業活動を行うことはないから 許可証管理の対象に入れる必
要がなかったというのが，その理由と考えられる。
輸出入を営む工場，商社は原則として為替取組方式によって貿易を行う
ことになっているが，貿易部の指定した若干の品目についてはパータ一方
式またはリン夕方式による貿易を行うことができる。この場合には，当該
地区の対外貿易管理局にパーター許可証を申請し審査，許可を受げなけれ
iまならなL、。
また，輸出を営む工場，商社が委託販売または代金取立委頼の性質をも
っ貿易を行う場合にも，所在地区の対外貿易管理局の許可を得なければな
らない。
なお，建国当初全国の通商港には合わせて4，600の私営輸出入企業があ
り，従業員総数35，000人，資本金総額約 1億3，000万元で，資本金10万元
以上のものは少なく，中小の経営体が大多数を占めた。 1950年の私営輸出
入企業の総取扱額は輸出入総額の33.12%を占めてL、た。
雄教授は輸出入禁止品目の参考として，輸出入郵送物品に対する海関の監督管理
弁法の郵送による輸出入禁止品目表を挙げておられる(宮下忠雄著「中国の貿易
組織J(アジア経済研究シリーズ17)，アジア経済研究所， 1961年， 100~101頁) c 
似) 前掲書， 84頁(条例j本文)σ
(25) 向上書， 84頁(条例)， 94頁(パーター貿易管理暫行弁法， 1951年3月14日，
広州対外貿易管理局施行のものの本文)c 
(26) 向上書， 84頁(条例本文)c 
(27) 陳英・王寿椿・許短編著「中国社会主義対外貿易J，対外貿易教育出版社，
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2 為替管理と貿易金融機構
外国為替の管理は，建国後も当分は解放区毎に行われてきた管理のやり
方を引き継いだ。各解放区毎の外国為替管理の法定規定は異なってはいた
が，宮下忠雄教授によれば概ね以下のような共通点があった。
①中国人民銀行が中国銀行を指定して，外国為替管理の任務の執行と外
国為替業務執行の機構たらしめること O
②中国人民銀行が従来信用のあった外国為替銀行(在華外国銀行をもふ
くむ)を指定してく指定銀行〉となし，一面，中国銀行を代理して外
国為替を売買させるとともに，他面，顧客を代理して外国為替を売買
させること(く指定銀行〉それ白体は，自己のために外国為替を売買
することはできない)0 
①貨物の輸出およびその他の事由によって外国為替を所有するものは，
中国銀行に預け入れて外国為替預金(外匪存款)とし，これとひきか
えに外国為替預金証書(外怪存単)を受領しなければならないこと O
①中国銀行内に外国為替取引所(外匪取引所)が設けられ，各く指定銀
1984年， 22頁。宮下忠雄教授によれば， 11950年において，私営輸出入商社が全
国輸出入総額中に占めた比重は31.7%であったが， 1951年には16.3%，1952年に
は8.2%j(宮下忠雄著「中国の貿易組織j<アジア経済研究シリーズ17)，アジア
経済研究所， 1961年， 69頁)であったとされているが，両数値の差は私営貿易商
社が国営商業のために代理して営業した部分が含まれるか否かであると思われ
る。黄有土「中国対外貿易基礎知識j，福建人民出版社， 1981年では， 1950年の
国営貿易の割合は68.4%，私営貿易の割合は31.6%とされている(同書， 29頁)。
同 外国為替とは国外で収支されるいっさいの外貨建て金額であって，外国貨幣，
外国紙幣，外国貨幣で支払われる手形，電信為替，即時払い為替，一覧払い為替，
長期の為替，小切手，旅行者小切手 6カ月以内満期支払いの約束手形，銀行が
通常経営する 6カ月以内のいっさいの支払い証書，銀行および商業引受為替手形
などをふくみ，輸出貨物の販売によって得た外国為替代金，海運保険業その他各
業の商人が取引行為によって得た外国為替あるいは外国貨幣，華僑の送金および
その他国外から為替送金された金額，国内の中外の人民が所持する外国貨幣，外
国紙幣はみなこれにふくまれる(宮下向上書， 117~118頁) 0 
(29) く指定銀行〉を含む(外務省調査局第一課編「中共の貿易(沿革、政策篇)j， 
昭和26年， 294頁)c
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行〉がすべてその取引員(交易員)となり，顧客に対し売買のあっせ
んまたは代理を行うこと(~、っさいの場外取引は禁ぜられる)。
⑦外国為替取引所に対しては，中国銀行がなんらかの意味において統制
30 
的に作用すること。
外国為替預金証書は上記のく指定銀行〉に委託すると，外国為替取引所
で人民元と交換してくれる。輸入のために外国為替が必要な場合には，対
外貿易管理局が発給した輸入許可証に基づいて，外国為替取引所を通じて
外国為替預金証書を入手することができる。また，適当な証明書類に基づ
き，すでに中国銀行から輸出貨物の運賃，コミッションおよび保険料の先
払いにあてる外国為替買入れの許可をえたものについても，同様の手続に
よって外国為替預金証書を入手することができる。
1950年3月に出された「関子統一国家財政経済的決定」の中で，外国為
替の公定レート，また外国為替の配分は中国人民銀行が統ーして管理し，
(30) 宮下忠雄著「中国の貿易組織J(アジア経済研究シリーズ17)，アジア経済研究
所， 1961年， 113~114頁。なお，為替相場の決定法は毎日公定相場が公示されこ
れによって売買が行われる地区，寄り付き相場が公示され，取引員が自由に相場
を議定する地区など一様ではないごまた，預金証書に40臼の期限が付され，この
期限をこえると中国銀行が当日の公定相場で買い上げる地区と，無期限の地区が
ある O 一部の地区では必ずしも預金としないで，外国為替を直接中国銀行に売却
し人民元を受領することもできるO 一部の地区では，外国為替預金とは別に外
国貨幣預金にもできるc しかし，これは中国銀行で直接免換されるのみで，取引
所では取引されない。華僑の送金したものについては別の規定があるが，ここで
は立ち入らなL、c 地区によっては，必要に応じて期限前でも中国銀行が預金証書
を買い上げ，売却して市場調節できる優先買上げ権が認められるo (同書， 114頁c
三木毅著「中国回復期の経済政策一新民主主義経済論ーJ，JI島書庖，昭和46年，
433頁)0 ついて、ながら，金銀の民間所有は許されたが，輸出は禁止され，輸入と
園内移動に際しては携帯証の発給が必要とされた。ただし，一定量以下の金，銀
の首飾品および銀質器皿などはこの限りでなL、。金銀の貨幣的使用，民間売買は
禁止されている。中国人民銀行は公定比価によって金銀買上げを行っている。私
営の金銀飾品広に対しては，廃止・転業の方策がとられた(宮下伺書， 117頁)。
(31) 外務省調査局第一課編「中共の貿易(沿革，政策編)J，昭和26年， 294頁。
(32) 宮下前掲書， 118頁。
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各公営経済部門および各機関の要する外国為替については，すべて政務院
財政経済委員会が審査し決定することが定められた。私人の外国為替請
求については従来通りとされた。
周年6月外国為替取引所は消滅，当然ながら外国為替預金証書の相場も
なくなった。同年7月8日から，人民元の対外為替相場は一本化され公定
相場が設けられたc また，外国為替預金証書に付されていた40日期限も消
滅した。しかし外国為替の集中の方法は従来通りで，く指定銀行〉を介
して中国銀行に外国為替預金として集中され，輸入などに必要な外国為替
は許可証に基づいてく指定銀行〉を通じて買い入れ中国銀行に外国為替預
金として預け入れられ(外国為替預金証書が発行される)， <指定銀行〉を
経て中国銀行の為替預金を引き出すとL、う方法がとられている 3 輸出の場
合には，許可証と信用状に基づいて為替の予約をし，所定の手続きと海関
の通関証明をうけたのち，これをく指定銀行〉に持参して預金証受領の手
続をとるc く指定銀行〉は中国銀行に為替を預金して外国為替預金証をう
け取り，輸出商に手渡す。輸出商はこれをく指定銀行〉に委託して中国銀
行に売却して人民元化する。
1950年5月から，華東区で輸入為替割り当て制度が試験的に始められ，
同年10月からは「外展分配使用暫行弁法」によって，為替割り当て制度が
全面的に実施された。貿易に関する部分は以下の通りであるc
①全国各地のすべての外国為替は中央人民政府政務院財政経済委員会が
統一的に掌握，分配，使用する。いかなる部門も規定の申請に基づく
(3) ~当代中国的経済管理》編輯部編「中華人民共和国経済管理大事記J. 中国経
済出版社， 1987年， 7頁。宮下同上書， 120頁c
(34) 外務省調査局第一課編「中共の貿易(沿革，政策編lJ.昭和26年， 317~318頁c
1950年前半までは元安の基調にあったためこの制度はなかったが，その後元レー
トが高く設定されたため， 1950年8月広州でこの制度が導入され一般化された。
この制度の下では為替レートは契約成立時のレートが適用される(~当代中国》
叢書編輯部編輯「当代中国的金融事業J，中国社会科学出版社， 1989年.406頁)c
(35) 外務省調査局第一課編向上書， 298~304頁ニ
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許可なしにこれを運用することができないc 財政経済委員会は中国人
民銀行に10日毎に全国各地のすべての外国為替収入を報告させ， 4半
期毎に外国為替の分配使用許可額を中国人民銀行に通知する。
②外国為替はすべて割り当てられる。輸入のための外国為替は，保護貿
易政策に基づいて，国家建設に必要な器材物資および国内生産物で代
替できない器材物資に限って割り当てられるc
①中央人民政府の軍政機関，各事業機関，各国営企業が輸入のために要
する外国為替は，申請書に輸入計画および必要外国為替額を添付し，
上級主管機関に報告，審査をうける。主管機関はこれらを総計して財
政委員会に報告，許可をうける。大行政区および所属省 市人民政府
の軍政機関，国営企業の場合は，当該区財政経済委員会を経て政務院
財政経済委員会の許可をうける。私営企業の場合は，当該省・市人民
政府財政経済委員会あるいは商工庁(局)の審査をうけ，大行政区財
政経済委員会を経て政務院財政経済委員会の許可をうける。
上述の基本的枠組の外に，従来から白己で調達した為替で、輸入を行うこ
とが許されてしる自弁為替が存在したが， 1950年6月の全国的な為替弁法
の改正以後，自弁為替による輸入は漸次限定が付されるようになってきたc
これまでは政府機関や軍隊も国営輸入公司によらないで自弁為替によって
自由に輸入をする例もあったが，私営業者と同様許可制となり， 1950年9
月国家機関は自身が直接輸入することが禁止され，輸入はすべて国営輸入
公司に委託(私営業者に委託することも禁止)しなければならなくなった。
自弁為替輸入は私営業者のみに制限っきで許されることとなった。
また，華僑のための為替送金業者=僑批業者は， 1950年1月末慶門市政
府貿易局の制定した弁法によって，貿易管理局に登録，許可を受ければ，
地場消費用の輸入を行うことができるようになったc ただし輸入用に華
(36) 三木毅著「中国回復期の経済政策一新民主主義経済論ーJ，1/1島書庖，昭和46
年， 434~435頁c
(37) 外務省調査局第一課編「中共の貿易(沿革，政策編)J，昭和26年， 309~311頁。
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僑送金為替を使用，またはそのために送金期限を延ばしてはならなL、0
1951年3月1日政務院財政経済委員会は「僑匪業管理暫行弁法Jを公布し
た。これによって各地で別々に定められていた弁法は亮止された。新しい
弁法では僑薩，僑批についての規定や，僑批業の自弁為替輸入についても
規定している。
貿易決済をどのような形で行うかは貿易形態と関係するが， 1949年秋以
前はパーター貿易制を原則としていた。 1949年秋以降の約 1カ年は外国為
替取組による貿易方式が主とし採用されていた。 1950年末頃からは再び
ノ〈ーター貿易制を主とした貿易方式が採用された。 1949年秋からの約1カ
年の期間は，すて、に述べたやり方で貿易決済が行われてきた。 1950年10月
からは上に述べた為替割り当て制が実施されてきた。従来商品の輸出入に
ついては許可を得たのち 許可証に基づいて外国為替の売買を通じて決済
処理してきたので、あるが，新しい制度になってからは，輸出入許可過程 O!P
ち輸出入商品管理)と為替管理過程が統一され一本化されたわけである。
1950年末から為替取組による貿易方式中心からパーター貿易方式中心に
転換されたことにかんしては，朝鮮戦争の勃発ーアメリカの対中国資産凍
結，アメリカを中心とする主要国の強固な“禁輸・封鎖"網の形成の中で
の対応である。パーター貿易で若干の輸出入差額が出るような場合は，甲
・乙・丙といった商品分類別，輸出超過・輸入超過別に金額規制が設けら
れており，中国銀行に申請して許可をえたのち決済することになってい
?
?
?
この時期特別の貿易金融制度は設けられていなL、。国営・公営・私営貿
易公司はいずれも，従来の伝統的な方法で資金調達を行わなければならな
(38) 宮下忠雄著「中国の貿易組織J(アジア経済研究シリーズ17)，アジア経済研究
所， 1961年， 125~126頁。なお，華僑の国内向け送金の吸収のために特別の優遇
措置と僑批業にかんする規定が設けられた(同書， 115頁)。
(39) 同上書， 104頁c
仰) 三木毅著「中国回復期の経済政策 新民主主義経済論J，!II島書広，昭和46年，
435頁。
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かった。外貨の調達にかんしてはすでに上述したが，園内資金の調達は有
担保・無担保信用，オーバー ドラフト，圏内手形割引，外国為替手形割
引，手形引き受けなどの方法によって行われた。
3 海関と商品検査機構
(1) 海関
1949年10月設立された海関総署は，政務院の下で財政経済委員会の指導
をうける財政部，貿易部，中国人民銀行などと対等の地位にある機関とし
て設けられた。海関総署の組織は同年12月政務院第13次政務会議で試行が
批准された「中央人民政府政務院海関総署試行組織条例」に規定されてい
る。翌日年1月中央人民政府は「関子関税政策和海関工作的決定Jにおい
て，関税政策と海関工作に関する基本方針を示した。この「決定」の中で，
中国は海関政策上の独立主権と海関事業管理の自主権の回復の上に立っ
て，以下の基本方針の下に体制整備と政策遂行をはかっていくと述べてい
る。
①目下の条件下におげる海関工作と国家の対外貿易工作上の監督と管制
は，中国人民経済の回復と発展に重要な役割を果たすべき任務を担っ
ているc 海関税則は必ず国家の生産を保護しなければならず，国内生
産品の外国商品との競争を保護しなければならなL、。
①海関総署は統一的に集中された独立自主の国家機関でなければならな
L 、c 海関総署は各種の貨物および貨幣の輸出入に対して実際の監督・
管理を執行し，関税の徴収，密輸との闘争を行い，以て資本主義国家
の経済侵略を受けないよう保護しなければならない。
①海関と直接関係のない職務(港湾の管理，河道のj変~，助航設備の建
(41) 黄徳利・朱鳳屡編「我国社会主義銀行会計的歴史発展J，中央広播電視大学出
版社， 1985年， 144頁， 179~190頁。外務省調査局第一課編「中共の貿易(沿革，
政策編)J，昭和26年， 296頁。 後にみるように，中国銀行は為替手形割引業務を
行わなくなるc
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築，国境-海岸の巡衛など)は，海聞から他の関係機関に移管する。
この方針に沿って，旧来の海関組織が新しく編成替えされることになっ
たが，先ず1950年2月海関総署は全国の海関の関名の変更に関する通達を
発した。同年12月中央人民政府政務院は「関子設立海関原則和調整全国海
関機構的指示」乙部において，次頁の26地方海関(あるいは関)， 9分関，
35支関の設立を決定した。
上述したように，従来海開業務は解放区，それを引き継ぐ大行政区別に
取り仕切られていたが，ここにほぼ統一的な海関機構が成立することにな
ったわけであるコしかし海関人事，財務が海関総署によって統一的に掌
握されるようになったものの，地方海関は大行政区人民政府の指導をうけ
ることになっている。
東北地区と華南地区ては事情が異なり，旧機構が 1~2 年残された。東
北地区においては，東北海関管理局が1949年9月東北行政委員会によって
東北貿易部の下に設置された。 1950年3月8日政務院財政経済委員会は，
東北海関管理局を海関総署の代表機関とする通知を発した。東北海関管理
局はここに，海関総署と東北財政経済委員会の二重指導をうけることにな
ったわけで、ある。
華南地区では1950年12月の「指示」の線に沿って新しい海関機構が整え
られたが，旧来の華南地区の海関管理機関としての華南海関処が52年2月
(叫宮下忠雄著「中国の貿易組織J(アジア経済研究シリーズ17)，アジア経済研究
所， 1961年， 20頁， 34~35頁。中央人民政府海関総署編「新中国海関j，新華書
庖， 1951年， 69~71頁(同書所収「決定」本文)。なお，関税制度と関税そのも
のについては別稿を予定しているので，本稿では立ち入らなL、。
(4) I各区の関税は東北については，別段の規定があるが，その他はいずれも中央
に引き渡しているO しかも規定の期限どおりに国庫に納入せられ，定期に税収金
額が報告せられている。 1951年から東北をのぞいて，その他の各海関の経費は一
律に海関総署が統一的に支給することとなった。j(宮下向上書， 42頁)。
(45) 中央人民政府海関総署編「新中国海関j，新華書庖， 1951年， 78~79頁(同書
所収「中華人民共和国暫行海関法」本文)。
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(t主)※のついた関，分関，支関は当初jの決定後1951年10月までに増設，改名，管轄変更が汀われたもの
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24臼まで残され，同25日撤廃された。海関総署は同 2月15日駐華南特派員
を派遣した。
東北地区と華南地区で 1----2年の遅れが出たのには，次のような事情が
あったといわれている。華南地区では，海関は密輸業者の上前をはねるの
が常識となっていたといったようなかなり乱れた事情があり，機構整序に
先んじてまずは質的向上をはかるため，地元行政区の強力な管理機構に頼
らざるを得なかった。華南地区の事情と対照的に東北地区では海関機構は
かなり整備されていたから，むしろ東北地区の海関機構整備は全国的な機
構整備に先行していたといえるc したがって，この段階における全国的な
海関機構に全体的に包摂してしまいにくい面があった。このことの背景に
は東北地区解放の歴史的事情と，経済政策上の特殊戦略性があった。
輸出入商品の統一検査機構としては， 1949年10月19日一応貿易部国外貿
易司の中に商検処が創設された。しかし当時は商品検験局は直接には大
行政府人民政府貿易部に属し，輸出入商品検験条例も各行政区別に制定せ
られていた。輸出入商品の検査事項を全国的に統一規定した若干の法令も
漸次制定されてはきたが，全国的に統一された輸出入商品検査の基本条例
の制定と，直接中央に統一組織された検査機構の確立は，さらに後の時期
までまたなければならなかった。
なお， 1950年 5月 1B天津市人民政府が中外の私営検験・公証業務を禁
止して以来，漸次中外の私営検験・公証業務は禁止，停業の動きとなって
L 、っTこO
(46) 関係筋に対する筆者の確認調査による。
(47) 外務省調査局第一課編「中共の貿易(沿革，政策篇lJ，昭和26年， 267頁， 174 
~177頁c
仰) 関係筋に対する筆者の確認調査による。
仰) 前掲書， 246頁。形式的には商検処が検査事務を総覧するc 各検験局は業務の
面では商検処の領導に従うとともに，当該地方政府の行政的指導に服するという
ことになるO
(50) 宮下忠雄著「中国の貿易組織J(アジア経済研究シリー ズ17)，アジア経済研究
所， 1961年， 29頁。
和1) 前掲書， 249頁c 向上書，31頁
第4号(経済学経営学編)第15巻20 
建国初期 (1951年当時)の貿易機構
中国人一全一
l 中国人民政治協
中央人民政府委員会一一一商会議全国委員会
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